
業務規程及び送配電等業務指針
変更案の概要について

（洋上風力発電の系統アクセスに関する規定の変更の補足説明資料）

２０２１年４月７日

電力広域的運営推進機関
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◼ 洋上風力の建設にあたっては、国が、「再エネ海域利用法」に基づき風況・海象の自然条件が良く、か
つ系統接続の見込みがある等の要件を満たす場所を促進区域として指定し、公募にて選定された事
業者に対して促進区域の占用を許可することになっています。

◼ 現行制度下において、促進区域指定の上記要件のうち、系統接続の見込みがあることについては、事
業者が契約申込み等により系統容量を確保していることを判断指標としています。そのため、事業者が
確保した系統容量に依存するため、必要な規模での区域指定を行えない、必要規模以上の系統容
量が押さえられてしまう等の課題があります。

◼ このため、第23回総合エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会
再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会において、新たな系統確保スキーム
の導入について検討されました。具体的には洋上風力の促進区域の指定に際して、国が望ましい出力
規模を決定し、国からの要請に基づき、暫定的な系統容量を確保及び接続検討を実施すること等が
整理されました。

◼ 上記整理に伴い、洋上風力発電の新たな系統確保スキームの導入に関する変更を行います。主な変
更のポイントは以下のとおりです。背景、変更内容等については、スライド３～１６にて説明します。

➢ 国の要請に基づく送電系統の暫定容量確保及び接続検討に関するルールの整備

➢ 国の要請に基づく暫定容量確保を起因として、必要に応じて「電源接続案件一括検討プロセス※」
を開始する旨の規定

業務規程及び送配電等業務指針の変更の概要

※ 発電設備等を送電系統に連系等するにあたり、送電系統の容量が不足し増強工事が必要となる場合、近隣の案件も含めた
対策を立案し、系統連系希望者で増強工事費を共同負担するプロセス（以下「一括検討プロセス」という）



3国による洋上風力の系統確保ルールの変更の背景

◼ 現行の洋上風力の系統確保スキームでは、促進区域指定の前提として個々の事業者に系統容量の確
保（契約申込み）を求めており、必要な規模での区域指定を行えないことや複数の事業者が同じ区域
に重複して系統容量を確保し、必要規模以上の系統容量が確保されてしまうこと等の課題がありました。

第23回 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2021年1月13日） 資料2より抜粋



4国による洋上風力の系統確保ルールの変更の内容

◼ 第23回 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会において、以下のとおり、促進
区域の指定を行っていく過程において、国が地域の風況・海象等を考慮して望ましい出力規模を決定し、
その出力規模に対応した系統容量をプッシュ型で確保する仕組み（洋上風力の新たな系統確保スキー
ム）が示されました。

◼ 次スライド以降、方策の内容について、説明を行います。

第23回 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2021年1月13日） 資料2より抜粋



5（参考）洋上風力の公募プロセスに合わせた一括検討プロセスの見直し案

第23回 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2021年1月13日） 資料2より抜粋
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現行の洋上風力の系統確保スキームでは、区域指定の前提として事業者による系統容量の確保を求め
ることにしているため、必要な規模での区域指定を行えないことや複数の風力事業者が同じ区域に重複して
系統容量を確保する等の課題がありました。

そのため、効率的な系統利用の観点から、促進区域の指定に際して、国からの要請により暫定的な系統
容量を確保すること及び接続検討を実施すること等が整理されました。

上記整理に伴い、本機関は国からの要請を受領した場合には一般送配電事業者に容量確保の通知及
び接続検討を依頼する旨、並びに一般送配電事業者はその通知等により暫定的な容量確保と接続検討
を実施する旨を規定します。また、本機関は、国に対し、接続検討の検討結果を回答する旨を規定します。

【業務規程第６７条、第６８条、第７１条、第７２条】＜変更＞

【業務規程第６８条の２】＜新設＞

【送配電等業務指針第９３条、第１１２条】＜変更＞

３．業務規程及び送配電等業務指針の変更内容
≪国からの系統容量の確保の要請、接続検討の要請及び回答≫

＜国からの要請による暫定的な系統容量の確保及び接続検討実施のフロー イメージ＞
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暫定的な系統容量
の確保、接続検討
に関する変更箇所

（参考）洋上風力の公募プロセスに合わせた系統確保スキームのフロー

第7回 洋上風力促進ワーキンググループ 交通政策審議会港湾分科会環境部会洋上風力促進小委員会 合同会議
（2021年2月17日）資料1より抜粋・修正
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洋上風力の容量確保等について、国からの要請により暫定的な系統容量を確保する仕組みを導入す
ることで整理されましたが、暫定的な系統容量を確保した後の国の公募において選定事業者が選定され
ないことが見込まれる場合や選定事業者の出力量が事前に確保した暫定容量よりも小さい場合には、確
保した容量を取り消す必要があります。

そのため、本機関は国からの暫定的な系統容量確保の内容を変更する要請又は取り下げる要請を受
領した場合には一般送配電事業者にその内容を通知する旨、及び一般送配電事業者はその通知により
国の要請により確保した系統容量の全部又は一部を取り消す旨を規定します。

【業務規程第６８条の２】＜新設＞

【送配電等業務指針第９４条】＜変更＞

業務規程及び送配電等業務指針の変更内容
≪確保した容量の取り消し≫
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＜国からの要請よる系統容量の取消しフロー（例 選定事業者の出力量が事前に確保した暫定容量よりも小さい場合）＞
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洋上風力の新たな系統確保スキームでは、促進区域の指定に際して、国からの要請により暫定的な系
統容量を確保することになりますが、その系統容量の確保により系統増強が必要となった場合には、一括
検討プロセスを開始することで整理されました。

上記整理に伴い、一般送配電事業者は、国からの要請を受けた本機関からの通知により暫定的に確保
した系統容量が連系可能量を超過すると判断した場合には、本機関からの依頼内容を前提とした一括検
討プロセスを開始する旨を規定します。また、本機関は、一括検討プロセスにおける接続検討の結果及び
再接続検討の結果の妥当性確認を行った上で、国に対して回答する旨、及び再接続検討時と契約申込
時の技術検討の回答が異なる場合には妥当性確認を行う旨を規定します。
【業務規程第８１条、第８２条、第９７条】＜変更＞

【送配電等業務指針第９９条、第１１２条、第１２０条の４、第１２２条の３、第１２２条の１０】＜変更＞

３．業務規程及び送配電等業務指針の変更内容
≪一括検討プロセスの開始～再接続検討≫
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＜国による洋上風力公募プロセスに合わせた一括検討プロセスのフロー イメージ＞
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10業務規程及び送配電等業務指針の変更内容
≪選定事業者選定後における契約申込みの受付条件≫

＜選定事業者が支払う検討料及び保証金 イメージ＞
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国による洋上風力の容量確保の要請の際に発生する諸費用のうち、暫定的な系統容量の確保に関連して実施される
接続検討の検討料については、洋上風力の公募プロセスにより選定された事業者（選定事業者）が選定後に負担す
ることで整理されました。

また、保証金については、国からの要請によりあらかじめ系統容量を確保する性質から、洋上風力に関して仮確保した
容量に係る保証金は不要とすることで整理されました。一方、公平な系統利用を目的とした系統容量の空押さえ防止と
円滑な系統アクセスの観点から、選定事業者が契約申込みを行う際には、保証金を支払っていただく必要があります。

上記整理に伴い、一般送配電事業者は、選定事業者に対し、契約申込みの際に暫定的な系統容量の確保に関連
した接続検討の検討料の額及び保証金の額を通知する旨及び当該通知を受領した選定事業者は、契約申込み時に
検討料と保証金を支払う旨を規定します。また、一般送配電事業者が、契約申込みの受付条件として、その検討料と
保証金の入金を確認する旨を規定します。
【送配電等業務指針第８８条、第１１１条、第１２２条の４、第１２２条の９ 、第１２３条の２】＜変更＞
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11（参考）選定事業者による検討料の費用負担

選定事業者による

検討料に関する

変更箇所

第23回 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2021年1月13日） 資料2より抜粋・修正



12（参考）国からの要請により確保した容量に関する保証金の取扱い

国からの要請に

よる保証金に

関する変更箇所

第23回 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2021年1月13日） 資料2より抜粋・修正



13業務規程及び送配電等業務指針の変更内容
≪公募参加予定者の接続検討回答の有効期限≫

接続検討回答の有効期限は、系統状況の変動により接続検討が繰り返されることを回避するため、１年間としています。

他方、一括検討プロセスを開始することなく国の要請による暫定的な系統容量が確保できた場合には、再エネ海域利
用法による公募参加者は、契約申込みを行う前に個別の接続検討申込みを行う必要がありますが、公募期間の長期化
により、個別の接続検討回答日から選定事業者として契約申込みできるまでやむを得ず１年を超える可能性があります。

一方、国の要請により暫定的な系統容量が既に確保されていることを踏まえると、系統状況の変動を考慮する必要がな
く、接続検討回答に対して、有効期限を設ける必要性がありません。

上記整理に伴い、公募参加者が個別に行った接続検討回答の有効期限は、選定事業者からの契約申込みを受け付
ける又は暫定的に確保した容量が国の要請により取り消されるまでの間において、１年に限らない旨を規定します。

【送配電等業務指針第８９条】＜変更＞
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14（参考）接続検討回答の有効期限導入の背景

広域機関公表 2020年7月変更分 系統アクセスルールの変更に関する補足説明資料より抜粋



15（参考）接続検討回答の有効期限導入の背景

広域機関公表 2020年7月変更分 系統アクセスルールの変更に関する補足説明資料より抜粋


